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リモートセンシングとは 

• リモートセンシング（衛星を用いた地球観測） 
– 宇宙から地球を撮す超望遠光学カメラ、高性能電波画像撮像装置 
– 観測対象：大気、地面、海面 
– 観測長所： 広域性、同時性、反復性 
– 戦略価値：国境なし撮像、不可視観測（赤外、夜、悪天候） 

『データ属性』 
– 解像度：幅広く見たい〜細かく見たい 

– スペクトル（属性）：色、性質などから状態を知りたい 
– 時間（経時変化）：過去を知りたい、今昔の変化を知りたい 
– データ蓄積：電子標高データ作成 
– レーダ画像：高度不可視情報取得 

空間 
（解像度・ 
標高デー

タ） 

時間 
（経時変

化） 

スペクトル 
（属性） 

各データ利用分野毎に最適ポジ
ショニングが異なる 

・リモートセンシングの本質的価値 
- 昨日を知り、今日を知れば、明日がわかる。 
- 彼を知り我を知れば、百戦危うからずや（孫子) 
- 三位一体戦略： 

高度利用を見据えた組織的データ蓄積（過去） 
わが国の優位性を活かした戦略観測（現在） 
人工知能技術駆使の未来予測解析（未来） 
 「全世界をカバーできる未来予測の情報技
術体系」 
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光学リモートセンシングの生み出す価値 

画像出展：Google地図 

東京ディズニーランド 

浦安周辺 

北海道中央農業試験場 志賀・安積より 57年間に海岸線が幅1km以上後退 
(国土が失われた）  

Aerial photo. 25 Dec. 1952 

JERS-1/OPS 29 Dec. 1995 

Terra/ASTER 13 Dec. 2009 

分解能(最大30cm) スペクトル 経時変化 

・低タンパク質のコメは美味： 
 田んぼの格付け、改良指針 

海洋状況把握(MSA) 

産業イノベーション 

広義の安全保障 
環境、国土管理 



(図はERSDAC(現JSS)提供) 

地球観測衛星からの導出価値：電子地図の作成 

■立体視データから 
数値標高データ作成(メッシュ） 
・スペースシャトル   ：90m 
・ASTER GDEM   :30m 
・ALOS DSM   :30,10,最小5m 
 

衛星地図例 

後方視 
F.O.V 

直下視 
F.O.V 

Z 
地球中心 

約360km 

55秒後 

衛星進行方向 

2本の望遠鏡 

鳥瞰図例 
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戦略国土基盤 



干渉型合成開口レーダ(InSAR)とその活用 

・前後２回の位相差計測長さに変換 
・数センチからミリのオーダーの地表変位を計測できる技術 
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出典：国土地理院Web 

継続観測  変動量  防災指標、ビジネス指標 

(中東クウェート 
 油田観測事例) 

ミナギ
シュ 
油田 

ブルガ
ン油田 

ウム・グ
ダイア 
油田 

ワフラ 
油田 

紅海 



クウェート、ブルガン油田のモニタリング事例  

・干渉型合成開口レーダ INSARによるク
ウェート南部における2003/9/29から
2010/9/27までの時系列解析画像（丸い
コンターは地表の微細沈下を表す） 

得られる知見 
・累積沈下量（）:石油の累積生産量把握 
・地表沈下速度():石油埋蔵量の大きさ 
・生産井周辺の変動():過剰水圧入 
（油田を痛める過剰生産） 
 ーー＞石油回収率（平均30%)向上策 

経済効果試算 
 ・現在世界の石油生産量 300億バーレル/年 
 ・InSAR：1%回収率向上効果が期待  ３億バーレル増300億ドル
(約３兆円）/年の経済効果 （cf. 1バーレル=100ドル） 
(日本あるいは欧州のレーダ衛星データを使わないと得られない知見） 
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産業イノベーション 
エネルギー安全保障 

左図の断面図 油田直上の地盤変動拡大図 
水圧入 

生産井 



世界主要国のリモートセンシング戦略 

 論点１：データ利用戦略 

 欧州：「オープン＆データフリー戦略」によるユーザ囲い込み 

（5mレーダ画像＋10m解像度光学（高頻度）の脅威） 

 米国：標準（デファクトスタンダード）の包括確保と全世界データへのアクセス権

確保、やはりデータ無料。 

 中国：内外技術の物量作戦による実装自前主義。資源とのバーター取引技術外交。 

 

 論点２：ビジネスモデル 

 欧州、米国：衛星データの標準化、規格化を端緒とするバリューチェーン化による

利益回収。 

 中国：途上国への衛星データ・情報は、地下にある資源とのバータで回収。 
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クロスSWOT分析 

強み：Strengths 
・顧客への誠実さ 
・応用に富む高い民度 
（知的蓄積、サービス力） 
・汎用型シリーズ衛星 
・標高データ作成 

弱み：Weaknesses 
・総合戦略、社会実装力 
・技術&人材枯渇化 
・産官学の単調連携 
(研究中心） 

機会:Opportunities 
・アジアのインフラ整備
の増大 
・衛星データのビッグ
データ活用意欲 

強み×機会 
・アジア各国のデータイ
ンフラ整備に照準 
・コンサル機能強化 
(アプリ x AI機械学習） 
 

弱み×機会 
・産官学連携拡大（教育、
研究、社会貢献、国際化） 
・衛星データの社会実装
化研究開発強化(応用
衛星データへの逆俯瞰） 

脅威：Threats 
・欧米オープン・フリー戦略 
・中国の物量・資源バー
ター戦略 

強み×脅威 
・強みのあるレーダ技
術をバータに主体的観
測機会の確保（中国、
欧米との技術外交） 
 

弱み×脅威 
・対応に難 
・中国の一人っ子政策の
影響見守る 
・欧米の難民政策の推移
次第 
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戦
略
が
導
か
れ
る 



わが国の衛星観測データ利用戦略 
 

 日本の大局戦略 

 日本、米国、欧州の３極構造の再構築 

 日本、中国、インドの均衡によるアジアの安定 
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 戦略1:日米欧３極の観測による未来予測 

 戦略２：日本アジア衛星観測データ社会実装推進機構の設置 

 衛星観測データ社会実装基幹センターの設立 

 利用分野別地域社会実装拠点の設立 

 戦略３：人口減少下の技術復権総合人材育成プラン 

ソフトウェア産業の優位点を生かす 

ハードウェア産業：利益率約5%  cf.A重工業 

ソフトウェア産業：利益率約50% cf.B気象会社  

  同じ資金で１０倍の雇用が生まれる 



戦略1:日米欧３極の観測による未来予測 

 
 リモートセンシングの核心的利益 

 日本の観測枠の確保 
 

 方策１ 

 自国衛星計画のシリーズ化の担保（データ継続性） 

 自国衛星観測枠の最適配分 

 各国衛星データとの相互供与 

 方策２ 

 衛星観測枠の相互供与による主体的観測枠 
（コードシェア）の確保 

 他国衛星観測枠とわが国の優位性活動やデータ等との
バータ取引 
（電子標高データ作成、人材育成） 
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アジア・オセアニア各国産業活動 

農業分野地域
社会実装拠点: 
（大学＋民間) 

技術指導・
支援組織 

(JAXA,AIST 
Etc.) 

主要省庁支援 

民間 
事業組合 付属組織 

衛星データ社会実装基幹センター 
・空間情報高度利用 

・社会実装モデル・指標開発 
・世界課題、外交課題 
・関連コーディネート 

防災分野地域
社会実装拠点: 
（大学＋役所) 

環境分野地域社会 
実装拠点: 

（大学＋民間＋ 
役所） 

海外課題国際社
会実装拠点 

（海外大学＋企
業＋日本企業・

大学) 

・ ・ ・ ・ 

社会実装： 衛星データ植生指標タンパク含有量食味指標コメ価格 

分野連携： 
 大学＋民間＋地域行政＋（市民） 

縦連携：基幹大学＋地域大学＋民間 
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（将来展開：地域から直接アジアへ） 

プレーヤー |--------社会実装センタ---------|-地域実装拠点|個別産業| 

地域創生 

超スマート社会 

戦略２：「日本アジア衛星観測データ社会実装推進機構」の設置 
Social Innovation by Japan Asia Globally United Alliance in Remote sensing:  si-JAGUAR 



「日本アジア衛星観測データ社会実装推進機構」の担務 

衛星観測データ社会実装連携 

日本アジア衛星観測データ社会実装推進機構 

①最終価値創成からの遡求による 

  付加価値体系の明確化 

   ⇒ 最終バリューチェーンの確立 

 

②衛星観測データの社会実装化モデル開発と 

  社会実装指標への変換 
  ⇒ 直接役立つ、儲かる社会実装指標の開発 

  ⇒ 社会実装からサービス展開さらには技術文化創造 

 

③応用アプリ開発：各アプリケーション x   

AI(深層学習などの機械学習)の組み合わせ 

  ⇒ 機械学習機能の導入 

 

④ クラウド型データ管理スキーム構築 

社会実装基幹センター 

① 産業分野毎の衛星地球観測 
データおよび社会実装指標 
の適用 

  ⇒地域民間企業との共同作業 

⇒異業種への衛星データ利用啓蒙 
⇒SGH（国際高校事業）との連携 

② 社会実装モデルの基幹セン 
ターへの実証フィードバック 
 

③ 関連分野のクラウド型データ 
ベースの管理 

⇒ 機構からの管理費、マニュアル 

⇒学内留学生コミュニティの参画 
 

 

分野別地域 
社会実装拠点 

① JAXAの協力による自前 
  観測リソース（機会）の戦略確保 

   
② 外国観測リソースのコードシェア 
  的戦略確保 
   

③ アジアビジネス展開をめざす組織 
（JSS)等との連携 
  

④ アジア諸国の大学・企業との 
 連携によるローカル課題解決事例 
 の積み上げ 

 

国際社会実装拠点 

① 宇宙データ利用全国連携大学院等の構想推進  

  ⇒ダブルデグリー、デュアルデグリー方式 

  ⇒基幹大学、地域拠点大学連携調整 

   ⇒ 民間ー大学、社会連携（教育、研究、社会貢献） 

② 衛星観測データ社会連携推進 

  ⇒地域課題（産業分野毎）開発産学連携 

 
 

 

 

③関連支援組織との連携調整 

 ⇒ JAXA, AIST,その他との協力推進 

 

④アドバイザリーボードの設置 

⇒拠点の各活動を踏まえた、助言、評価委員会の設置 
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①「加工・流通」を強化すべく、「データ商社」を整備する。AI (深層学習等の機械学習）を活用する。 
  『生産 ＝＞ 加工 ＝＞ 流通 ＝＞ 調達 ＝＞ 付加価値付加 ＝＞サービス提供』 
②リモセンデータ処理結果を、Internetと連接させる「情報収集ロボット」の整備を行う。 
③「重点的に取組む事項」（上述）の開発整備を加速する。＝＞ 「社会実装推進機構」 
  ダウンストリーム戦略を推進（API整備、橋渡し機能整備だけでは不十分） 

解決策： 

●リモートセンシングデータの特徴と利用促進策のフロー 

機械学習 

この部
分の 
整備が
重要 
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TFリモセン分科会実利用WG提供 



戦略３：人口減少下の技術人材（技術の精兵）育成の抜本的見直し 

-課題：日本から技術の精兵が消える- 

 

 

 企業戦士の不在（少子高齢化の影響） 

• 地域社会持続を背負った長男しかいない。（特殊合計出生率
1.42(2015年)、0.21の次男坊は長女に捕まる。すべて”長男”で次
男以降の遊軍不在。） 

• 国際的活動に投入する人材枯渇 
 

 高度技術を学ぼうという人が日本から消滅 

• 博士課程への進学者が激減。しかも外国人（中国）のみ。 

• 衛星観測データを扱う大学人が消滅寸前。講座維持不可能に。 
 

 間接部門で働く人、短期利益追う人ばかりの“技術立国”日本。 

• 饅頭の「皮」はきれいで厚くなった。しかし、あんこは小さくな
りしかも腐りつつある。 

• 水道の蛇口を握りたい人ばかりで“植林”をする人はいない。 

 

 留学生政策の転換点  

• 母国教育支援から労働補填に（理念の後退） 

• 技術者の生涯キャリアの不透明さ優秀な留学生は来なくなった。 
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戦略３：人口減少下の技術人材（技術の精兵）育成の 

抜本的見直し -対策編- 

 

 

 企業戦士の不在 

• 「長子」の世代に応じた地域拠点での働き方提案。ICTと高速交通網活用。 
東京学生修行金帰月来企業戦士ICT管理職退職専業農家 

• 時差プラスマイナス２時間（アジア、オセアニア）事業展開 

• ソフト産業化で長子も女性も参画可能にする。 
 

 高度技術を学ぼうという人が日本から消滅 

• 邦人：博士課程を企業の「早期社会人研修」に組み込む。 

• 外国人留学生：手厚い奨学金、日本への定着教育 

• 教育機会の時空撤廃：宇宙データ利用全国連携大学院創設。首都圏ー地域
大学連携。18-19歳層の宇宙分野への誘導。 

• 高度科学技術人材生涯キャリアデザインセンターの設置（幅広いケア施策） 
 

 間接部門で働く人、短期利益追う人ばかりの“技術立国”日本。 

• 技術経営人材の強化：技術が生み出す利益の最適配分研究 

• 「生涯一人一芸運動」:一億総活躍社会、技術遺産のライブ継承運動 

 

 留学生政策の転換点 

• 留学生教育の出口明確化日本への定住をめざす留学生増を受けた定着促
進施策（かのローマ帝国の同化主義の現代的実装） 
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まとめ 
 
 

 リモートセンシングの本質的価値の明確化 

 「全世界をカバーできる未来予測の情報技術体系」 

 三位一体データ利用戦略 

 組織的データ蓄積、戦略観測、未来予測解析 

 わが国の大局：「米国、欧州、日本」３枢軸の再構築 

 クロスSWOT分析からの日本の戦略 

 戦略1:日米欧３極の観測による未来予測 

 戦略２：日本アジア衛星観測データ社会実装推進機構の設置 

 衛星観測データ社会実装基幹センターの設立 

 利用分野別地域社会実装拠点の設立 

 戦略３：人口減少下の技術人材（技術の精兵）育成の抜本的見直し 

「リモートセンシングを触媒とする第４次産業革命（知識産業）」の実現 

わが国のあり方「努力が報われる国づくり、誠実にまさる戦略はなし」 
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以下参考資料 
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F.A.Q(Frequently Asked Question)  
 
 

Q1.リモートセンシングはなぜ儲からないのか. 
A1.調査型技術であるので最終利益から遠いため、貢献価値をうまく主張できず、お金をかける相場観が形成されてい
なかった。結果として「戦略情報利用者」へ訴求できていなかった(利用方法を知らない)。 
 
Q2. JAXAや産総研があるのになぜ新しい機構が必要なのか。 
A2. これらは研究開発法人であるので産業利益を組織価値に考える思想はない。また、社会実装をめざした組織では
ない。世界的な「第４次産業革命」へ対応を加速すべく「衛星データ社会実装基幹センター」整備の提言を実施。 
 
Q3.外国とのアライアンスはどうすすめるのか。 
A3.データの物々交換、あるいは観測機会の相互融通（コードシェア）。 
（情報はギブアンドテイクがルール。知的財産を押さえ、クロスライセンスで対応できる国を目指す） 
 
Q4.中国とはどう対抗するのか。 
A3.日本への信頼、誠実さを武器にビジネスサイクルの後段で食い込み、遅延丘陵型の累積利益で勝負。例えば、我が
国はEEZ第６位の国（中国は第１５位）であり、海洋分野と連携した戦略も有効ではないか。） 
 
Q5.社会実装推進機構の費用負担はどう考えるのか。 
A5.国から一定の交付金をお願いし、民間出資の技術研究組合を作り、期間限定の優遇措置で資金を募る。 
 また、大学改革との連携による一部運転資金の確保もありうる。 
 
Q6.今回の提案は概算でいくらかかるのか。 
A6.ラフな概算で初期費用約５０億円程度、運営費／年が５億円／年程度の規模と予測しています。 
 尚、地域拠点を何か所設置するかでも予算規模が変動してきます。 
 
Q7,地域社会へのメリットは何か 
A7.地域毎に課題を抽出し、衛星観測データ利用を端緒として新情報産業を地元に育てることで、地域付加価値を高め
る第４次産業革命を地域で起こせる。地域拠点に18,19歳（大学入学直後の新有権者）育成機能を組み込み、彼らをイ
ンキュベートできる。宇宙行政のシンパにもなってもらえる。 
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自己紹介 
• 六川修一 (Rokugawa Shuichi) 

– 長野県立長野高等学校卒業 
– 東京大学工学部、大学院博士課程修了 
– 日本アイ・ビー・エムを経て東京大学大学院工学系研究科 助教授、教授 

（技術経営戦略学専攻） 
• 宇宙利用産業政策論 
• リモートセンシング学 
• 物理探査工学（石油・ガス、地熱、土木） 

– TFリモートセンシング分科会 代表幹事（20以上の学産で構成） 
– 一社）日本リモートセンシング学会 元会長 

• 衛星データの学術振興および実利用を推進する学術団体 
– 公社) 物理探査学会 元会長 

• 資源探査、土木探査、環境計測等の関連学術の実利用を推進する団体 
– 衛星データ利用ビジネスコミュニティ 前会長 

• 衛星データ利用産業の育成、振興をめざす産業界ユーザコミュニティ 
– 宇宙戦略本部 リモートセンシング政策検討WG 主査 

• 宇宙基本法/宇宙基本計画に基づき、わが国の衛星地球観測の今後の
政策や技術戦略の立案を行う組織 
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• 国土・環境モニタ衛星の中分解能（＞数ｍ）画像を無償開放（オープン&フリー） 

• 自国製センサデータを利用するユーザの育成と囲い込み 

• 米：光学／欧：合成開口レーダ（SAR）の棲み分けで 

  利用者の成長に伴って高分解能画像を有償販売するスキームの確立 

オープン&フリー戦略 
欧米の戦略 

    
   Landsat衛星データをすべてフリー 
   ・16日毎に全球陸地観測（光学） 
   ・1972年以降のデータを保存 
   ・環境観測衛星と標準化をリード 
   ・希望国に受信設備設置を許可 

    
   データのオープン&フリー戦略 
   ・レーダ衛星⇒北極海監視（２機） 
   ・光学衛星 ⇒多目的観測（２機） 
   ・環境観測衛星２機 
   ・EUの意思決定ツールとして利用 
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サブメートル級 サブメートル級 
編隊衛星 

https://directory.eoportal.org 

2014.4.4当会第６回資料より 
東大岩崎先生提供 



着眼1 ：中国の宇宙活動 
（１）量 
 ●中国の飛行中の衛星、約140基で世界2位に  
  2015年11月17日 

http://www.spc.jst.go.jp/news/151103/topic_2_06.html 
 

  
ミッション Mission 

     
2015年11月26日までの累

計 

主な用途 
衛星数 

うち静止 

区分   （GEO) 

官需 

通信放送衛星 Civil Comms. データ通信・電話・TV 15 13 

地球観測衛星 EO 農業・災害・海洋 22 0 

気象衛星 Meteorological 気象 15 8 

航行測位衛星 Navigation 測位 24 15 

月･惑星探査機 Lunar 他天体探査 3 0 

科学衛星 Scientific 地球近傍観測 14 0 

有人宇宙船 Manned 有人宇宙活動 5 0 

微小重力実験衛星 μG 生物・材料実験 1 0 

技術試験衛星他 Engineering 各種の宇宙技術開発 58 0 

民需 通信放送衛星 Commercial Comms 商業衛星通信 27 22 

  大学衛星 Universities 技術開発・教育 21 0 

  偵察衛星 Reconnaissance 偵察 60 0 

軍需 軍事通信衛星 Mil Comms 情報伝達・情報収集 11 8 

  軍事技術試験衛星 Mil Engineering 新技術の開発 3 0 

                              計（Total) 279 66 

地球観測・気象・偵察の小計 97 

表 2015年11月までの打上げ実績 

防衛省防衛研究所主催国際安全保障シンポジウム 
JAXA辻野様資料より引用  

MELCO迎様提供 
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1.石油開発プロセスの理解（回収率増加法） 
 自噴生産 ->水圧入による地層圧維持(１次回収) 
  ->CO2、ポリマー圧入などの２次回収->終了 
 
２．現在の石油回収率は約30%（70%は回収できていない） 
 
３．干渉SARによる地表の微細変化に基づく生産井と圧入井の 
  高精度コントロール   回収率向上が可能 
    干渉SARによる回収率1-3%向上 
 
４．経済効果試算１ (1バーレル：１００ドル、1ドル＝100円） 
 ・世界第２位のクウェートブルガン油田：究極可採埋蔵量 約700億バーレル 
 ・干渉SAR：1%回収率向上  7億バーレル増700億ドル(7兆円）資産増加 
 ・日産150万バーレル/日    4867億円増/5年  ５年毎にSAR50機程打上可 
    cf.世界最大サウジアラビアガワール油田の可採埋蔵量 約1000億バーレル 
 
5．経済効果試算2 
 ・現在世界の石油生産量300億バーレル/年 
 ・干渉SAR：1%回収率向上  ３億バーレル増300億ドル(3兆円）/年 

石油開発への干渉SAR応用が生み出す巨万の富 -波及効果事例- 

23 



「東南アジア防災情報統制監視システム（仮称）」説明図 

観測衛星 

通信衛星 

画像収集配信 
サーバー 

観測衛星 

衛星画像 

衛星は軌道上 
を周回 

国境線 

観測範囲 

観測範囲 

地盤沈下 

津波 

衛星画像 

衛星ﾃﾞｰﾀﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 
（情報共有ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ） 

衛星画像 

防災ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 

衛星ﾃﾞｰﾀ解析ｼｽﾃﾑ 
変化常続モニタ 

機能 

衛星画像 

衛星画像 

A国 

B国 

衛星回線ルータ 

動態情報（津波解析他） 
Ｂ国 

防災機関 

Ｂ国内 
在外公館等 

注）東南アジア全域のデータを収集 

在外邦人 国内 
防災機関 

外務省等 

日本国内 

B国大使館 
B国在日者 

社）日本リモートセンシング学会実利用委員会提供 24 



NASA Budget (M$) 

25 NASA_FY2016_Summary_Brief_corrected.pdf 

10倍 



USGS EROS 
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